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はじめに
　近年，独禁法の執行が強化されるにつれて，審決取消訴訟が多数提起され，
不当な取引制限のうち価格カルテルや入札談合といったハードコア・カルテル
についての裁判例がかなり集積した。最近，入札談合について最高裁判決も出
た1。こうして，不当な取引制限の要件の解釈のうち，価格カルテルや入札談
合に関するものはかなり固まりつつある。これと同時に価格カルテルや入札談
合についての事実認定の事例も増えた。
　審判制度を廃止し，排除措置命令を地裁から争えるようにする独禁法改正法
案が国会に提出されている。この改正が実現すると，公取委は審判を経ること
なく，直ちに司法審査を受けることになる。
　独禁法は厳正に執行されなければならないが，そのためには公取委が司法審
査に耐える，すなわち裁判所に通用する証拠収集や事実認定を行う必要があ
る。そこで，近年の裁判例・判例における事実認定を分析することにより，公
取委が審査を行う上でのヒントを得たいと考えた。
第一章　裁判例・判例における事実認定
　第一節　対象とする裁判例・判例
　価格カルテルの立証についてのリーディングケースである東芝ケミカル事件
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（差戻審）東京高裁判決2以降に，合意や基本合意の存否が争点となった裁判
例及び判例を取り上げる。しかも審決取消訴訟のみを対象とし，刑事事件は対
象外とする。第二節では価格カルテルを，第三節では入札談合をそれぞれ扱う。
　審決取消訴訟で争われる不当な取引制限の要件は，主として独禁法2条6項
の「他の事業者と共同して……相互にその事業活動を拘束し」という行為要件
と「一定の取引分野における競争を実質的に制限する」（以下「競争の実質的
制限」という。）という市場効果要件である。行為要件のうち「共同して」は
意思の連絡と解されている3。そこで，以下，各判決において意思の連絡と競
争の実質的制限がどのように認定されたか見ていくことにする。
　第二節　価格カルテルについての裁判例
　　（1）元詰種子事件判決 4 
　まず，意思の連絡という要件に該当する主要事実である本件合意は，おおむ
ね，元詰販売業者32社が4種類の元詰種子について共同して，遅くとも平成
10年3月以降，毎年3月に開催される日種協の討議研究会において基準価格を
決定し，各社は基準価格の前年度からの変動に沿って，品種ごとに価格表価格
及び販売価格を定めて販売するというものであった。
　本件合意は年度をまたがるものであり，入札談合における基本合意に相当す
るものであった5。
　本件合意の存在についての事実認定をみると，裁判所は，32社が平成10年
から平成13年までの間，討議研究会において基準価格を決定していたという
前提事実と次の①から③までの三つの間接事実から32社が本件合意をしてい
たと推認できるとし，代表者等の供述証拠と毎年度の基準価格の決定及び価格
表価格の設定状況等から本件合意を認定した本件審決の手法に不合理な点や経
験則違背等があったことは認められないと判断した。
①　32社は，平成10年度及び平成11年度において，おおむね基準価格の引
258
－103 （     ）－
上げ幅又は引上げ率に沿って価格表価格を引き上げていた。32社は，平
成12年度及び平成13年度において，価格表価格を据え置いていた。
②　討議研究会の欠席者は，他社の価格表価格が基準価格の変動を反映して
いることを認識した上で，他社の価格表を確認して，自社の価格表価格を
設定していた。
③　32社は，おおむね平成10年度及び平成11年度においては，販売価格を
基準価格の引上げに沿って引き上げ，また，平成12年度及び平成13年度
においては，販売価格を据え置いていた。
　入札談合について，複数の個別調整によって基本合意を推認することが多い
が，本件でも毎年度の基準価格の決定と基準価格の変動に沿った価格表価格及
び販売価格の設定から本件合意を推認するという手法が用いられている。
　ところで，本判決について，審決が重要視した供述証拠に触れず，前記の前
提事実及び間接事実のみから本件合意を認定したという見解がある6。しかし，
本判決が「本件審決が本件合意を認定した手法には，不合理な点はなく」と述
べていることからみて，本判決は供述証拠と間接事実からの推認の両方から本
件合意を認定した本件審決の手法の合理性を認めたものと考えるべきである。
　次に，競争の実質的制限の要件については，本判決は次のように判断した。
　「そもそも，4種類の元詰種子について，いずれも9割以上のシェアを占める
32社が，本来，公正かつ自由な競争により決定されるべき商品価格を，継続
的なやり方であることを認識した上で，同業者団体である日種協元詰部会の討
議研究会において協議の上決定する基準価格に基づいて定めるとの合意をする
こと自体が競争を制限する行為にほかならず，市場における競争機能に十分な
影響を与えるものと推認することが相当である。」
　　（2）　ポリプロピレン事件判決 7 
　意思の連絡に該当する本件合意は，平成12年3月6日の部長会における，同年
4月以降ポリプロピレン（以下「ＰＰ」という。）の需要者向け販売価格を1㎏当
たり10円をめどに引き上げるというＰＰの製造販売業者7社の合意であった。
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　本件合意の直接証拠として，ＪＰＣ宇川，ＪＰＣ塩崎，出光三角，チッソ森
本，トクヤマ横地及びＭＳＳ佐紺の各供述調書があり，ＪＰＣ宇川の供述調書
が最も詳細であった。本件審決は主として上記の直接証拠により本件合意を認
定した。
　本判決は，間接事実による意思の連絡の推認は直接証拠による3月6日の部
長会における本件合意の成立の認定を補強するものと位置付けている。そし
て，本判決は，本件合意の間接事実として，次の三つの値上げの前後の事情を
挙げ，本件審決が意思の連絡の成立を認定したことは合理的であると判断し
た。
①　7社が，事前に情報交換，意見交換の会合を行った上で，3月6日の部長
会を開催したこと
②　7社の部長会メンバー全員が出席して開かれた3月6日の部長会におい
てＰＰの需要者向け販売価格の値上げについて認識が一致したこと
③　その後，7社すべてにおいて，ＰＰの販売価格の値上げ行動が実際に行
われ，その実施状況の確認が行われたこと
　上記の間接事実を立証する間接証拠として，手帳や値上げ通知文書などの物
証のほか上記の各供述調書がある。
　そこで，上記の各供述調書の信用性も争点になり，本判決は各供述調書の信
用性を認めた。
　なお，本件において，競争の実質的制限は争点にならなかった。
　　（3）　モディファイヤー事件判決 8
　本判決は，東芝ケミカル事件（差戻審）判決の立証ルールに沿って，平成
11年の合意及び平成12年の合意の二つの合意を認定している。
　　（ⅰ）　平成11年の合意について
　平成11年の合意は，カネカ，三菱レイヨン及びクレハ（以下「3社」とい
う。）による，同年11月21日出荷分からＭＢＳ樹脂及びアクリル系強化剤につ
いて1㎏当たり20円，アクリル系加工助剤について同20円又は25円引き上げ
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る，すなわち塩化ビニル樹脂向けモディファイヤーの販売価格を引き上げる旨
の平成11年10月中旬ころの合意であった。
　証拠をみると，まず，直接証拠として，クレハの金田及び舟見の供述調書が
あった。本件審決は主としてこれらの供述調書により平成11年の合意を認定
した。
　しかし，裁判所は，直接証拠による認定には言及せずに値上げの前後の事情
を示す次の間接事実から平成11年の合意が推認できると判断した。
①　3社寡占であり，かねてから3者間で値上げの際に情報交換していたこ
と
②　原料価格が上昇傾向にあり，かつ，塩化ビニル樹脂の値上げがあり，値
上げを需要者に説明しやすい状況になっていたこと
③　3社は市場動向等に関する情報交換を行っていたところ，平成11年10
月ころまでに，営業課長級同士で相談した結果，3社で足並みをそろえた
値上げが必要であるとの認識であることが判明したこと
④　平成11年10月ころまでに，3社の営業部長級は値上げする方針を相互
に確認したこと
⑤　3社の営業課長級は，値上げ額及び実施時期について相談し，同年11月
21日出荷分からＭＢＳ樹脂及びアクリル系強化剤について1㎏当たり20
円，アクリル系加工助剤について同20円又は25円引き上げる旨を，それ
ぞれ需要者に申し入れることとしたこと
⑥　3社は，平成11年10月26日から同年11月初旬にかけて，需要者に対し
て，値上げを発表又は通知したが，3社の値上げの打ち出し時期並びに当
該打ち出しにおける値上げ額及び値上げの実施時期が近接又は一致してい
ること
⑦　3社の営業課長級は，平成11年11月19日ころから平成12年1月24日こ
ろまで数回会合を開催し，値上げ交渉の進捗状況について報告し合い，協
調して値上げ交渉を進めていたこと
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　上記の間接事実の証拠は，供述調書，立入検査のときに留置した文書，メモ，
メール等の物証，筆跡鑑定書及び審査官作成の報告書であった。
　上記④及び⑤の間接事実は意思の連絡に該当する主要事実であるとも評価で
き，平成11年の合意については直接証拠があったといえよう。
　　（ⅱ）　平成12年の合意について
　平成12年の合意は，塩化ビニル樹脂向けモディファイヤーの販売価格を，
ＭＢＳ樹脂及びアクリル系強化剤については1㎏当たり20円，アクリル系加工
助剤については同20円又は25円引き上げる旨の平成12年11月21日までに成
立した3社の間の意思の連絡である。
　本判決のいうとおり，平成12年の合意は販売価格引上げに係る確定的な合
意ではない。
　裁判所は，直接証拠による認定には言及せずに値上げの前後の事情を示す次
の間接事実から平成12年の合意が推認できると判断した。
①　平成11年の合意の下における3社間の協調的関係が継続していたこと
②　平成12年の夏ころから秋口の会合等において，3社間で再度が値上げ必
要であるとの認識が生まれたこと
③　クレハは，他の2社に対し，数回にわたり最初に値上げに踏み切るので
これに追随してほしい旨要請して平成12年11月8日に値上げの新聞発表
をしたこと
④　クレハは，値上げを打ち出した後，他の2社に対し，値上げに同調する
よう働きかけを行っていること
⑤　三菱レイヨンは平成12年11月14日に，カネカは同月21日に，値上げを
打ち出したところ，他の2社の値上げの打ち出しの内容がクレハの打ち出
しとほぼ同じであること
⑥　需要者との値上げ交渉を開始した後，3社が会合を開催して需要者との
交渉の進捗状況について情報交換をしたこと
　上記の間接事実の証拠は，前記（ⅰ）の平成11年の合意に関するものとほ
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ぼ同じである。
　　（ⅲ）　競争の実質的制限について
　裁判所は次のような理由で競争の実質的制限を認定した。
　3社の合計の市場シェアは，塩化ビニル樹脂向けモディファイヤーの種類別
にみて91.8％ないし100％であるところ，このように市場におけるシェアの大
半を占める3社が値上げの合意を行い，需要者に対して値上げを打ち出した上，
それぞれ需要者との値上げ交渉の状況を確認するための会合を開催するなどし
ており，ある程度の値上げが実現したから，3社の共同行為により東宝・新東
宝事件判決9にいう市場支配的状態が形成されていたことは明らかである。
　第三節　入札談合についての裁判例・判例
　　（1）　ストーカ炉事件判決 10 
　本件の意思の連絡についての主要事実である本件違反行為は次のとおりであ
る。
　ＪＦＥエンジニアリング（日本鋼管），日立造船，タクマ，川崎重工業及び
三菱重工業の5社は，遅くとも平成６年４月以降，地方公共団体が指名競争入
札等の方法により発注するストーカ炉の建設工事について，受注機会の均等化
を図るため
（ア）　地方公共団体が建設を計画していることが判明した工事について，各
社が受注希望の表明を行い
ａ　受注希望者が1社の工事については，その者を受注予定者とする
ｂ　受注希望者が複数の工事については，受注希望者間で話し合い，受注
予定者を決定する
（イ）　 5社間で受注予定者を決定した工事について，5社以外の者（アウト
サイダー）が指名競争入札に参加する場合には，受注予定者は自社が受注
できるように5社以外の者に協力を求める
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（ウ）　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は，受注
予定者がその定めた価格で受注できるように協力する。
旨の合意（以下，「本件基本合意」という。）の下に，受注予定者を決定し，受
注予定者が受注できるようにしていた。
　裁判所は，三菱重工業の原田の供述調書（以下「原田調書」という。）並び
に日本鋼管，三菱重工業及びタクマの従業員の供述調書という直接証拠と次の
①ないし⑦の間接事実から本件違反行為を認定することは合理的であると判断
した。供述調書のうち，最も詳細なものが受注予定者を決めるための会合の出
席者の供述である原田調書であった。
①　5社は，会合等で，地方公共団体が建設を計画しているストーカ炉の建
設工事の情報を交換し，ストーカ炉の建設工事の情報を共通化しようとし
ていた。
②　5社は，地方公共団体の発注に係るストーカ炉の受注予定者を決めるた
めの会合を開催し，各社ごとに受注希望表明を行っていた。
③　三菱重工業及び川崎重工業の営業担当者の中で，5社あるいはアウトサ
イダーを含む7社のストーカ炉の受注に関してのトン数を加算した数値を
算出していたものがあった。
④　5社の各社に，未発注のストーカ炉を取りまとめ，これに受注予定者を
記載したとみられるリストがある。
⑤　5社の社内資料等により，入札前の入札価格等の連絡やアウトサイダー
への協力依頼といった受注予定者が受注できるようにするための行為をし
たものと認められる。
⑥　個別の工事について，5社の間で受注予定者を決めるなどしていたこと
をうかがわせる事情が記載された書面がある。
⑦　アウトサイダーが落札した工事の平均落札率は89.8％であるのに対し，
5社のいずれかが受注した物件の平均落札率は96.6％であった。
　入札談合は，基本合意と基本合意に基づく物件ごとの個別合意という二段階
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の合意から構成されるところ，上記②，④ないし⑥は個別合意を示す間接事実
である。
　上記の①ないし⑥の間接事実の証拠は，ほとんどすべてが公取委が立入検査
で留置した多数のリスト等の社内資料，ノート等へのメモや手帳といった物証
であった。これは他の事件では見られない本件の特徴である。
　裁判所は，本件審決は，本件基本合意の下に受注予定者を決定し，受注予定
者が受注できるようにしていたことを違反行為として捉え，個別の受注調整行
為はこの違反行為を推認する間接事実として認定しており，個別合意を違反行
為の構成要件としていないと理解している。したがって，裁判所も本件の主要
事実は本件違反行為であり，個別合意はその間接事実にすぎないという公取委
の考え方を認めたと考えられる。
　次に，裁判所は，5社が受注予定者を決定したと具体的に推認できる工事が
87件中30工事あったことに加え，前記の③5社又は7社の受注トン数の算出，
⑥個別の工事について受注予定者の決定をうかがわせる事情及び⑦5社の平均
落札率が高いことという間接事実から，本件違反行為期間において，少なくと
も，本件違反行為により地方公共団体発注のストーカ炉の建設工事の過半につ
いて，受注予定者の決定が行われたことを認定し，競争の実質的制限を認めた。
　　（2）郵便区分機事件（差戻審）判決 11
　意思の連絡に該当する本件の主要事実は，以下のとおりである。
　東芝と日本電気の2社の間には，郵政省が一般競争入札の方法により発注す
る区分機類について，遅くとも平成7年度の入札日である平成7年7月3日まで
にそれまでの指名競争入札当時と同様に「郵政省の調達事務担当官等から情報
の提示のあった者のみが当該物件の入札に参加し，情報の提示のなかった者は
当該物件の入札に参加しないことにより，郵政省の調達事務担当官等から情報
の提示のあった者が受注できるようにする」旨の少なくとも黙示的な意思の連
絡があった。
　本件では上記の主要事実について違反行為者の従業員の供述調書等の直接証
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拠はなく，裁判所は，以下の意思の連絡の前後における2社の行動を示す間接
事実（特に下記③ｂ，④ｄ及び⑤ａの事実）と2社が情報の提示を積極的に受
け入れておりこれに異議を唱えたことはなかった事実のみで上記の主要事実を
認定できると判断した。
①　郵政省の発注する区分機類は，2社の複占市場であり，参入障壁が高く，
参入の見込はなかった。
②　2社は技術開発競争を継続してきた。
③ａ　2社は，指名競争入札当時，入札前に，郵政省の調達事務担当官等か
ら区分機類の機種別台数，配備先郵便局等に関する情報の提示をそれぞ
れ受けており，2社は，情報の提示を受けた区分機類については同省が
自社に発注する意向を有しているものと認識していた。
ｂ　指名競争入札当時，2社のうち情報の提示を受けた者のみが入札に参
加し情報の提示を受けなかった者は入札を辞退するという行為は相当以
前から行われていた。
ｃ　指名競争入札が行われた昭和62年度から平成6年度までの区分機類に
ついて，2社はそれぞれ同省の総発注額のおおむね半分ずつを受注して
いた。
ｄ　2社は，自らの区分機類が配備されていない郵政局管内においては，
原則として営業活動を行っていなかった。
④ａ　平成6年4月15日，郵政省の会合において，郵政省の担当官は，2社
の部長らに対して，平成7年度は区分機類を一般競争入札により発注す
る見通しである旨説明した。
ｂ　2社は，前記ａの会合において郵政省の担当官から新型区分機等の見込
価格の提出等を求められたことを受けて，同年4月26日打合せを行った。
　　東芝の部長が作成した平成6年6月14日付けの電磁的記録には例えば
平成7年度の区分機類の総発注額を確保するための施策として日本電気
との共同提議・根回しを行うこととの記載があった。
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ｃ　平成6年9月2日，郵政省の会合において，2社の出席者は区分機類が
一般競争入札になじむのか非常に疑問があると発言した。
ｄ　平成6年11月ころ，東芝の部長は郵政省の担当官に対し，一般競争入
札の導入の中止を要請し，平成7年1月初旬ころ，日本電気の部長は同
人に対して，情報の提示を継続するよう要請した。
ｅ　2社は，平成7年1月25日ころ，仕様書に関して打合せを行った。
ｆ　平成7年1月26日，郵政省の会合において，郵政省の担当官は，2社
に対し，平成7年度から一般競争入札とする，情報の提示は行う等説明
した。2社の出席者は特段の発言をせず，東芝の出席者の中には情報の
提示を受けられると聞いて安心した者もいた。
⑤ａ　平成7年度，平成8年度及び平成９年度の区分機類の一般競争入札に
ついて，入札前に2社に対して情報の提示がなされ，2社は自社に情報
の提示があった物件についてのみ入札に参加し，自社に情報の提示が
なかった物件については入札に参加しなかった。落札率は99.5％超から
99.9％超であった。
ｂ　2社は，郵政省が平成7年4月1日から平成9年5月16日までの間に一
般競争競争入札により発注した区分機類の総発注額のおおむね半分ずつ
を受注した。
⑥ａ　平成9年12月10日，公取委が2社に立入検査を行ったところ，郵政省
は情報の提示を行わなくなった。
　　平成10年2月27日の入札から日立が参入した。
ｂ　日立の参入や2社の相互参入により落札率が大幅に低下した。
　以上の間接事実は，郵政省の担当官や2社の従業員の供述調書，2社から留
置された電磁的記録，郵政省からの報告書等の物証によって立証されている。
　なお，本件では競争の実質的制限は争点にならなかった。
　　（3）　多摩談合事件（松村組ほか）判決 12 
　意思の連絡に該当する主要事実である本件基本合意は，次のとおりである。
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　ゼネコン33社は，遅くとも平成9年10月1日以降，公社発注の特定土木工事
について，受注価格の低落防止を図るため，次のとおり合意していた。
①　公社から指名競争入札の参加者として指名を受けた場合（自社が構成員
であるＪＶが指名を受けた場合を含む。）には，当該工事若しくは当該工
事の施工場所との関連性が強い者若しくはＪＶ又は当該工事についての受
注希望を表明する者若しくはＪＶ（以下「受注希望者」という。）が1名
のときは，その者を受注予定者とし，受注希望者が複数のときは，それぞ
れの有する条件（当該工事又は当該工事の施工場所との何らかの関連性）
等の事情を勘案して，受注希望者間の話合いにより受注予定者を決定する
旨
②　受注すべき価格は，受注予定者が定め，受注予定者以外の者は受注予定
者がその定めた価格で受注できるように協力する旨
　本件入札については違反行為者であるゼネコン33社のほかゼネコン46社
（その他のゼネコン）も参加資格を有していたところ，裁判所は，本件基本合
意はゼネコン33社及びその他のゼネコンの担当者の多数の供述調書という直
接証拠から認定できると判断した。
　次に，裁判所は，以下の事実から競争の実質的制限を認定した。
①　本件基本合意の当事者数に協力者（その他のゼネコン）の数を加える
と80社になり，多摩地区において営業活動を行っているゼネコンのほと
んどすべてを占めていたのに対し，アウトサイダーであるＡランクの地元
業者数は74社であり，80社の全事業者数に占める割合は51.9％となる上，
本件基本合意に基づき受注予定者が決定されると，相指名業者のゼネコン
は注予定者が落札・受注できるように協力することにより，ゼネコン間の
競争は一切失われることになり，ゼネコンのほかに地元業者が指名されて
いる場合には，受注予定者となったゼネコン１社と当該地元業者との価格
競争になる。
②　本件対象期間中の公社発注の特定土木工事72物件のうち，33社が本件
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基本合意に基づき受注調整をしたことにより受注した物件は，31物件あ
り，その落札金額ベースのウェイトは約56.3％であるが，規模の大きい工
事ほど30社が落札した件数の割合が高い上，落札金額でみるとその割合
はより高くなっている。しかも，31物件のうち，10物件については，ゼ
ネコンのみが指名業者とされて競争が回避され，地元業者が指名された
21物件についても，そのほとんどすべてについて，地元業者においても
受注予定者からの協力依頼に応じ，又は，受注予定者の受注意欲を推し量
るなどして，競争回避的な行動をとったことがうかがわれる。
　　（4）　多摩談合事件（新井組ほか）最高裁判決
　本判決は，意思の連絡の認定については具体的には述べていない。しかし，
最高裁は，本件基本合意（前記 (3)の基本合意と同じ。）は独禁法2条6項の「共
同して…相互に」及び「その事業活動を拘束し」の要件を充足すると判断し，
入札談合における基本合意が当該要件の主要事実であることを明らかにした13。
　最高裁は，次のとおり競争の実質的制限を認定した。
　まず，以下の事実から本件基本合意が落札者及び落札価格をある程度自由に
左右することができる状態をもたらし得るものであったと判断した。
　①　本件基本合意の当事者及びその対象となった工事の規模，内容
　②　33社及びその他のゼネコンが指名される可能性が高かったこと
③　本件基本合意に基づく個別の受注調整において，その他のゼネコンから
の協力が一般的に期待でき，地元業者の協力又は競争回避的行動も相応に
期待できたこと
　その上，本件対象期間中の公社発注の特定土木工事のうち相当数の工事にお
いて本件基本合意に基づく個別の受注調整が行われ，そのほとんどすべての工
事において受注予定者が落札し，その大部分における落札率も97％を超えて
いたことから，本件基本合意は実際にも上記の状態をもたらしていたと判断し
た。
269
－114 （     ）－
第二章　裁判例・判例における事実認定の特徴
　第一節　意思の連絡の認定
  　（1）　価格カルテルの場合
　東芝ケミカル事件（差戻審）判決は，明示の合意が立証できなくとも，事前
の価格についての情報交換と事後の値上げ行動の一致という間接事実から特段
の事情がない限り黙示の合意を推認することができるという意思の連絡の立証
ルールを示した。
　ポリプロピレン事件判決とモディファイヤー事件判決においても，この東芝
ケミカル事件の立証ルールが用いられた。ポリプロピレン事件の合意とモディ
ファイヤー事件の平成11年合意については供述調書という直接証拠があり，
この直接証拠と間接事実による推認により認定された。両事件について供述調
書は事前の価格についての情報交換と事後の値上げ交渉についての情報交換と
いう間接事実の証拠としても機能している。
　ところが，モディファイヤー事件の平成12年合意については間接事実から
の推認のみによって認定された。
　元詰種子事件判決においても，合意は供述調書と間接事実からの推認によっ
て認定された。しかし，同事件では，東芝ケミカル事件の立証ルールがそのま
ま使用されたのではなく，毎年の基準価格の決定と基準価格の変動に沿った価
格表価格と販売価格の設定という事後の行動の一致からのみ合意が推認され
た。
　　（2）　入札談合の場合
　ストーカ炉事件判決では，直接証拠である供述調書と間接事実からの推認に
よって違反行為が認定された。間接事実は大別すると個別の受注調整と落札率
が極めて高いことから成る。個別の受注調整は，本件の場合には，受注希望の
表明，受注予定者の決定，入札価格の連絡及びアウトサイダーへの協力依頼と
いう事実から認定された。このような間接事実は入札談合について公取委の審
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判審決においても用いられることが多い。
　郵便区分機事件では，意思の連絡について，違反行為者の従業員の供述調書
はなく，間接事実からの推認のみによって認定された。同事件では，東芝ケミ
カル事件の立証ルールがそのまま使用されたわけではない。すなわち，2社間
の受注調整についての具体的な事前の連絡交渉を示す間接事実は認定されてお
らず，事前の事情としては，違反行為が行われる前の指名競争入札当時から情
報の提示を受けた者のみが入札に参加していた事実や2社がそれぞれ郵政省に
対し一般競争入札の導入に反対したり情報の提示の継続を要請したりした事実
が重視された。
　これらに対して，多摩談合事件（松村組ほか）判決では，違反行為者及びそ
の他のゼネコンの従業員の多数の供述調書のみによって基本合意が認定され
た。このような直接証拠のみによる基本合意の認定は公取委の審判審決におい
ては，極めて珍しい。
　泉水教授は，公取委の審判審決において，入札談合について，基本合意を直
接証拠から立証するアプローチと，個別の受注調整を間接事実として主要事実
である基本合意を推認するアプローチの2つがとられており，一つの事件にお
いて両方のアプローチが併用されることもあると分析している14。本稿で取り
上げた裁判例における認定も，同教授の分析と基本的に一致する。
　　（3）　供述調書の重要性
　以上のとおり，裁判例では，意思の連絡に該当する合意ないし基本合意の直
接証拠として供述調書を用いることが多い。さらに，間接事実からの推認とい
う認定もよく採用されるところ，事前の価格引上げについての情報交換の経過
や個別の受注調整といった間接事実の立証のためにも供述調書は重要な役割を
果たしている。
　この点ついて，供述調書は伝聞証拠であり，それに頼るべきではなく，自白
調書に頼る事実認定手法は早急に見直し・改善が必要であるという見解があ
る15。しかし，意思の連絡は，例えば「上記の取決め（筆者注　本件基本合意）
271
－116 （     ）－
に基づいた行動をとることを互いに認識し認容して歩調を合わせる」（多摩談
合事件（新井組ほか）最高裁判決）という主観的なものであるので，違反行為
者の従業員の供述調書は効果的な証拠である。さらに，間接事実から合意の推
認を行う場合であっても，事前の価格引上げについての情報交換の経過という
間接事実を明らかにすることは，例えば従業員の手帳における会合の日時のみ
を示す記載のように断片的な物証のみでは困難であり，ポリプロピレン事件判
決やモディファイヤー事件判決のように供述調書によって会合の内容を具体化
する必要性は高い。したがって，意思の連絡の立証に当たって，供述調書は不
可欠である。
　　（4）　供述調書の信用性
　前記（3）のとおり意思の連絡の立証・認定において供述調書は重要な役割を
果たしているので，審決取消訴訟では供述調書の信用性が激しく争われること
になる。
　ストーカ炉事件判決では，「秘密の暴露がなければ供述調書に信用性が認め
られないというものではなく，それに信用性が存するかどうかは，経験則に従
い，供述内容，供述時の状況，その他の証拠及びこれらの証拠から認定できる
間接事実との整合性等を総合して判断すべきものである。」と供述調書の信用
性の有無を判断する際の一般的なポイントを示している。刑事事件の事実認定
においても，自白の信用性を判断するに当たり，自白と物証等の他の証拠から
認定される客観的事実との整合性，自白の時期，自白の迫真性等に着眼すべき
であるといわれている16。
　さらに，ストーカ炉事件判決は，原田調書について，具体的に以下の点を総
合して，その信用性を肯定した。
①　原田調書に係る事情聴取が行われた平成10年9月17日は公取委が三菱
重工業に立入検査を行った当日であり，原田の本件についての記憶が鮮明
な時期であること
②　原田は，その事情聴取において，5社による受注予定者の決定方法等に
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ついて具体的に供述をしており，上記事情聴取の際の審査官とのやりとり
を記載した日本鋼管の従業員の保管に係るメモの内容は原田調書の内容と
おおむね一致していること
③　原田調書に沿うとみられる証拠も存在すること
　ポリプロピレン事件判決において，ＪＰＣ宇川の供述の信用性は次の理由等
から認められた。
①　人間の記憶に曖昧な部分があり，細かな点において変遷があったり客観
的事実と相違していたり，具体的根拠等を示されての質問によって記憶が
呼び戻されて詳細化したりするところが含まれていても，そのこと自体が
不自然であるとはいえない。
②　ＪＰＣ宇川の供述は，供述調書も参考人審訊における供述も，本件合意
の成立という本件の核心的な事実については，一貫して肯定し続けている
ものであり，原告らが変遷があるという点は，記憶が曖昧であったとして
も，不自然とはいえない。
　モディファイヤー事件判決では，次の理由からクレハの金田の供述調書の信
用性が高いと判断された。
①　クレハの金田は，独禁法違反行為の存在が認定されることに伴い法的・
社会的責任の負担を課されるリスクがあるにもかかわらず，あえて，自己
及び事業者が独禁法違反行為に関与したことを認める内容の供述をしてい
ることからすれば，真実存在したという事実を裏付ける供述であると評価
できること
②　3社の会合場所の予約に関する書面やクレハの金田の手帳の記載等の客
観的証拠に裏付けられていること
　したがって，公取委の審査官が事情聴取する際には，上記のような諸点に留
意して信用性の高い供述調書を作成するよう努めなければならない。
　　（5）　物証の重要性
　ストーカ炉事件判決において，個別の受注調整という間接事実は，違反行為
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者5社から公取委が留置した未発注物件に受注予定者を記載したリスト，入札
価格の連絡を示す資料等の多数の物証のみによって立証された。
　このように，入札談合では，例えば個別の物件について入札価格の連絡を示
す社内資料の記載があることが多く，これが個別の受注調整の証拠となる。
　価格カルテルの場合には，事前の値上げに関する情報交換の会合の開催日は
手帳等に記載されていることが多い。このような記載は，事情聴取をして供述
調書を作成する手掛かりとなるし，事実関係を時系列で明らかにするためにも
有益である。
　ところで，民事訴訟の事実認定において，動かし難い事実を基礎とすべきで
あるとされている17。このような考え方は公取委の審査にも役立つであろう。
物証は，以上のように入札価格の連絡や会合日といった動かし難い事実を示す
ことがあるので，公取委は徹底的な立入検査によって違反行為の立証のために
十分な物証を入手するよう努めるべきである。
　第二節　競争の実質的制限の認定
　　（1）　価格カルテルの場合
　元詰種子事件判決においては，4種類の元詰種子について，いずれも9割以
上のシェアを占める32社が商品価格を協議の上決定する基準価格に基づいて
定めるとの合意をしたことから競争の実質的制限が認定された。
　モディファイヤー事件判決においては，塩化ビニル樹脂向けモディファイ
ヤーの種類別にみて91.8％ないし100％と市場シェアの大半を占める3社が，
販売価格引上げの合意を行い，実際にも販売価格をある程度引上げていたこと
から競争の実質的制限が認定された。
　このように，価格カルテルの場合には，違反行為者の市場シェアの合計が極
めて高いことが競争の実質的制限の認定の基礎となる事実として用いられてい
る。
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　　（2）　入札談合の場合
　ストーカ炉事件判決では，5社が受注予定者を決定したと証拠により認めら
れる工事が87件中30工事あったことに加え，前記の③5社又は7社の受注トン
数の算出，⑥個別の工事について受注予定者の決定をうかがわせる事情及び⑦
5社の平均落札率が高いことという間接事実から，本件違反行為が継続的に行
われてきたことがうかがわれることから，本件違反行為期間において，少なく
とも，本件違反行為により地方公共団体発注のストーカ炉の建設工事の過半に
ついて，受注予定者の決定が行われたことを認定し，競争の実質的制限を認め
た。　
　このように，入札談合の場合には，違反行為期間において違反行為者が基本
合意に基づいて受注した工事の件数又は金額の合計が全発注工事の件数又は金
額に占める割合が過半以上であることによって競争の実質的制限が認定される
ことが多い。
　ところが，近年，違反行為者以外のアウトサイダーも入札に参加している事
件が多くなった。特に，多摩談合事件では，原告各社は，地元業者であるアウ
トサイダーの数が多く，アウトサイダーが競争を仕掛けてくるので競争の実質
的制限は認められないと主張して激しく争った。そこで，多摩談合事件（松村
組ほか）判決及び多摩談合事件（新井組ほか）最高裁判決は，全工事のうち基
本合意に基づく受注調整により落札した工事が相当数を占めることに加え，地
元業者の協力又は競争回避的行動も相応に期待できたことも競争の実質的制限
の認定の基礎としている。
おわりに
　独禁法の平成17年改正によって不当な取引制限について課徴金減免制度が
導入された。その後，公取委の不当な取引制限に対する法的措置のうち，かな
りの部分に課徴金減免制度が適用されている18。同制度の導入前に比べると，
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公取委の審査活動は相当効率化されたものと思われる。
　課徴金減免の申請があっても，その報告等に虚偽の内容が含まれていないか
吟味する必要があるし，他の証拠も収集して立証を充実させなければならな
い。さらに，課徴金減免の申請がない事件については，公取委は従来どおり証
拠を収集し事実認定しなければならない。
　裁判例・判例の集積に伴い，価格カルテルや入札談合の立証方法も確立しつ
つある。しかし，今後，様々な事件が起こり得るので，公取委が事案に応じた
説得力ある事実認定や立証をしていくことを期待したい。
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